様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　2月　2日
　
　　経済産業大臣　殿
　（ふりがな）ちゅうりょうえんじにありんぐかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称   中菱エンジニアリング株式会社 
　　（ふりがな） さくらい けいじ                
（法人の場合）代表者の氏名  櫻井 啓司　         印   
住所　〒460-0008
名古屋市中区栄三丁目18番1号
ナディアパーク ビジネスセンタービル(7F)
法人番号　1180001031934　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社Webサイト「企業情報」- 社長挨拶

	公表日
	　2024年　1月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「企業情報」- 社長挨拶
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/company

	記載内容抜粋
	当社は三菱重工グループの航空・宇宙／産業機器／空調関連の製品開発に関わる設計・解析、試験・計測、サービス業務等を担うエンジニアリング会社として、1974年（昭和49年）に設立された会社です。
社会が求めるさまざまなニーズを満たす製品やサービス、そしてそれらを実現するための技術は、デジタル革新の流れをうけてますます高度化、多様化しています。これら変わりゆく環境の中で、私たちエンジニアリング会社は製品開発を支える柱の一つとして、時代の変化を的確に読みとり、迅速かつ柔軟に対応していくことが求められています。
私たちは過去半世紀に亘り培ってきた技術力を、デジタル技術の活用を通じて更なる進化に導きます。これからも、未来にアンテナを張り、技術に磨きをかけることで、一人ひとりが持続可能な社会の担い手となり、時代を超えてお客様に変わらぬ満足を提供してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社経営会議での決議をもって、当該文章の内容に承認を得ています。

・当社は取締役会を設置しており、経営会議は「取締役会の決議を要する事項及び事業経営に関する重要事項」について権限委譲され、決議機関となっている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社Webサイト「技術情報」- DX推進

	公表日
	　2023年　11月　16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「技術情報」- DX推進
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/technology/dx.html

	記載内容抜粋
	DX推進戦略概要
当社は、航空宇宙分野、冷熱機器・産業機械分野において、開発から運用サービスまでの幅広い業務で支援を行っているエンジニアリング会社です。
当社では、顧客へのよりよいエンジニアリングサービスの提供を目指し「コア技術とデジタル革新(DX)の融合」をテーマに、下記2つの観点でDXを推進しています。
1 生産性向上に向けたエンジニアリング環境の共通化（デジタルスレッドを含む）
様々な事業分野で培った技術検討プロセスやノウハウの見える化を行ったナレッジベースを構築すると共に、モデルベース開発などのデジタルスレッドを実現することで社内のエンジニアリング環境を共通化し、生産性向上及び全体最適化を推進します。
2 製品の付加価値向上に向けたデジタル技術強化
xR、AIなどのデジタル技術を強化し、顧客製品の付加価値向上に貢献します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社経営会議での決議をもって、当該文章の内容に承認を得ています。

・当社は取締役会を設置しており、経営会議は「取締役会の決議を要する事項及び事業経営に関する重要事項」について権限委譲され、決議機関となっている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「技術情報」- DX推進
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/technology/dx.html 

	記載内容抜粋
	DX推進を行う体制・組織
2023年度よりDX推進室を設立し、全社に跨る業態変革として、エンジニアリング環境の共通化を推進し、全体最適化を図っています。
また、分野別活動 及び 各事業部では、デジタルスレッド実現に向けたコア技術の獲得や技術力強化の推進を行っていきます。
DX推進室
エンジニアリング環境の共通化
分野別活動 ※1
強化するコア技術の提案・社内横通し
事業部(航空宇宙, 冷熱機器, 産業機械)
デジタルスレッド構築・付加価値向上に向けた技術強化
※１ 分野別活動とは、事業部内にある各部署を代表　
　　 するエンジニアで構成された技術者組織



DX人材の育成環境の整備
全社的なDXリテラシー教育を起点とし、IT関連の実績や意識レベルの高いDX人材に対しては、中部圏イノベーション促進プログラムや社外企業によるDX教育プログラム(DX推進者教育)を活用するなど、社員一人一人のDX適正に合わせたDX教育を行い、DXによる業態変革を担う人材育成を図っています。





　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「技術情報」- DX推進
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/technology/dx.html

	記載内容抜粋
	DX推進に向けたシステム環境整備
レガシーな業務システムを廃止し、経営・人材などのデータを一元管理する基幹システムに置換済であり、更にナレッジベース構築などのエンジニアリング環境構築に取り組んでいます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社Webサイト「技術情報」- DX推進


	公表日
	　2023年　11月　16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公開
「技術情報」- DX推進
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/technology/dx.html

	記載内容抜粋
	DX推進プロジェクトの評価指標
当社は、DX戦略に基づく推進状況として下記の評価指標を年度毎にモニタリングして参ります。

【成果指標】
・顧客の満足度評価　(付加価値向上)
・成果物を納品するまでの原価率低減 (生産性向上)
・売上に対する技術力強化への投資率（持続的な成長）




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2023年　11月　16日


	発信方法
	当社Webサイト「ニュース」- DX推進に向けた取り組みに関するお知らせ
https://www.mhi.com/jp/group/churyo/news/20231116.html

	発信内容
	中菱エンジニアリング株式会社 代表取締役 櫻井 啓司から、DXの推進を宣言しています（以下抜粋）。

当社に於いても、時代に合わせた柔軟な対応、変革が急務であり、今年度よりDX推進室を設立致しました。
今後はDX推進室による会社全体の業務プロセスの最適化を図ると共に、コア技術の獲得をより加速させていきます。

《コア技術の獲得に係る推進状況》
【モデルベース開発】
モデルベース開発（MBD）技術を適用することにより、従来のものづくりの工程が大きく変わります。航空宇宙分野では制御機器設計への導入を検討しており当社も活用方法、課題を検討中です。また、モデルベース開発（MBD）技術として1DCAEがあります。1DCAEでは、機能毎のモデルを統合し、システムとして性能評価して設計していくので、開発期間の短縮、設計余裕の適正化が図れます。
当社では、1DCAEを適用したシステム設計を試行し、課題の整理、実務への適用方法を検討しています。
【人工知能（AI）】
レーダーで捕捉した画像から機種を判定する課題「画像識別問題」や、装置の運転データから故障の兆候を検出する課題「時系列データ識別問題」などを試行中で、人工知能を製品に適用する場合の課題について検討しています。
【飛行制御技術】
若手技術者の育成を兼ねて、高速化概念実証のためのラジコンヘリの設計を行い、飛行試験を通じた飛行特性（飛行データ）の取得とその評価（試験計画との比較評価）を行いました。計画通りの飛行特性を有することを確認し、高速化の概念の実証を通じて、実機の飛行制御設計に向けた飛行特性の取得、評価技術習得に繋げました。
【衝撃解析技術】
航空・宇宙機器では、想定される不測の事態への対応として、エンジンの破損による破片が高速で衝突した場合のローターバーストや着陸時のタイヤが破裂した場合の破片の衝突による影響、着水の際の衝撃応答など、各種衝撃解析を行っています。当社では衝撃解析ツール（LS-DYNA）を用いて、エンジンのローターバーストによる周辺構造への影響解析を実施しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023年　10月頃　～　現在

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」による自己分析を行い、課題を認識しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2020年　6月頃　～　現在

	実施内容
	社長は、三菱重工グループのサイバーセキュリティリスクを最小化し、グループの社会的信頼と事業継続性を確保するために、次の事項の実行に責任を負っています。
(a) IT責任者の任命と権限委譲
任命と権限委譲により(b)～(e)を実施します。
(b)三菱重工グループ「グローバル行動基準」及び「情報
セキュリティ方針」の遵守
三菱重工グループITセキュリティ基準を社標準として制定しています。また三菱重工グループ方針に合わせて維持改訂を実施しています。年2回実施する情報セキュリティ教育を通して意識の向上を図っています。
(c)サイバーセキュリティに関する業務標準の制定・維持
及び遵守
サイバーインシデント対応要領を社標準として制定し、インシデント発生時の対応を定めています。また三菱重工グループ方針に合わせて維持改訂を実施しています。
(d)サイバーセキュリティ監査の実施
ITセキュリティ監査要領を社標準として制定し年1回実施し三菱重工に報告しています。また三菱重工グループ方針に合わせて維持改訂を実施しています。
(e)MHIグループ会社管理部門へのIT リソース計画・実績
データの提出。
三菱重工からの提出依頼に対して回答を出しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

